
Intemational swaps a11d Derivatives Association, hlc.イ卸中

住所

当法人は、当法人が金融商品取引業等に関する内閣府令第125条の7第2項第三号口に該当

するか否かに関連し、以下について表明及び保証並びに確認する。なお、本書面で使用する
用語の定義は、本書面で別段の定めがない限り金融商品取引法に定めるところによる。

本書面において、「計算対象店頭デリバティブ取引」とは、清算集中等取引情報(金融商品

取引法 156 条の 63 第 1 項に規定する意味を有する。)又は取引情報(金融商品取引法第

156 条の 64 第 1項に規定する意味を有する。)の対象となっている店頭デリバティブ取引

であって、信託勘定に属するものとして経理されるもの以外をいう。

1.(表明及び保証)当法人は、金融商品取引業等に関する内閣府令第125条の7第1項

に規定する取引を行う場合、その都度当該取引の相手方(以下「当該相手方」という。)に

対し、当該取引に係る契約を締結する時において、平成25年4月から平成26年3月までの

各月末日における計算対象店頭デリバティブ取引の想定元本額の合計額の平均額は、下記口
にチェックして選択したとおりであることを表明及び保証する。

0 6兆円未満である。

.6兆円以上である。

また、次項に基づき本確認書を再度提出しない限り、当法人は、金融商品取引業等に関する内

閣府令第 125条の 7第 1項に規定する取引を行う場合、その都度当該相手方に対し、当該取引

に係る契約を締結する時において、当該相手方と当該取引に係る契約を締結する時の属する

前々年4月から前年の 3月まで(契約を締結する時が 12月に属する時は、その前年4月か

らその年の3月まで)の各月末日における計算対象店頭デリバティブ取引の想定元本額の合

計額の平均額が、上記口にチェックして選択したとおりであることを表明及び保証する。

2.(情報更新及び通知義務)当法人は、毎年、その前年4月からその年の3月までの各

月末日における計算対象店頭デリバティブ取引の想定元本額の合計額の平均額を計算し、そ

の結果が前項における表明保証内容と異なる場合には、その年の8月末日までに、前項の表

明保証の言亥当年度を適切に修正した上で本確豆忍書を再度 lntemationalswapsand Dedvatives
Association, hlc.(以下「1SDA」という。)に対して、本確認書を交付したのと同じ方法により
交付する。また、その他何らかの理由により前項における表明保証ができなくなった場合には、

直ちに本確認書の公開を停止する旨をISDA及び当該相手方に通知する。

3.(本書面の公開)当法人は、1SDAが適切と認める方法により本確認書を公開又は利用す

ることに合意する。また、本確認書は、当法人を代表する権限ある者が署名又は記名・押印す

る方法で当法人がその責任において作成したものであって、1SDAは本確認書に関して一切の責

任を有しないことに合意する。

4.(当法人の連絡先)本書面に関する当法人の連絡先は、別紙記載の通りである。

店頭デリバテブ取引にする電子情報処理組織の使用義務についての確認書
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平成

東京都千代田区大手町 1-5-1

大手町FS ビルWEST16F

株式会社三井住友銀行

27年 5月 28日




